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１ 企業の現況に関する事項 

(1) 当期の事業の状況 

 ① 事業の経過及び成果 

   ア 全般 

当期のわが国の経済は、消費税率の引き上げを控え、これに伴う影響など不透明

な面があったものの、企業収益の改善や設備投資の増加基調を背景に、雇用・所得

環境に改善の動きがみられるなど、景気は緩やかな回復を続けました。このような

状況の中、当期は、多摩地域に密着した交通機関として、安全を最優先に正確・快

適な輸送サービスの提供に取り組むとともに、地域と連携した取組の実施やお客様

サービスの向上に引き続き努めました。 

安全、安心を徹底する取組としては、過去に実際に発生した落雷による停電を想

定した訓練（平成25年７月）や警察等と連携したテロ対策訓練（平成25年11月）を

実施しました。また、施設・車両の安全性の向上を目的として、可動式安全柵やVVVF

インバータ制御装置のオーバーホールを行い予防保全に取り組むなど、本格化する

更新投資への対応を着実に進めました。さらに、過去２年間の無事故の実績が評価

され、国土交通省関東運輸局長から運転無事故事業者表彰を受賞しました（平成25

年10月）。 

地域と連携した取組としては、国営昭和記念公園と沿線保育園にご協力いただき、

立川北駅を春の花と絵で彩った「春の彩企画！～みんなで≪春≫をよびました～」

や、泉体育館駅至近の都立砂川高等学校の生徒が作成した多摩モノレール巨大モザ

イクアートの高幡不動駅への展示など、沿線の施設や教育機関との共同企画を実施

しました。また、沿線小学生の運営基地見学の受け入れを積極的に行いました。 

お客様サービス向上の取組としては、お客様ご案内用のタブレット端末の導入に

よる駅案内体制の強化、スマートフォン専用ページを新設したWEBサイトのリニュー

アル、フルカラーLED車内案内表示器の設置等を行いました。また、平成20年度以来

２回目となるお客様アンケートを実施し、お客様サービスの改善・一層の向上に引

き続き努めています。 

乗車人員については、沿線開発の進展や雇用状況の改善により、定期利用者が対

前期比4.6%の増加となりました。定期外利用者は、沿線施設の入場者増加等の影響

により前期比0.4%の増加となりました。その結果、年間乗客数は延べ約4,725万人（前

期比2.8％増）、一日平均乗車人員は129,473人（前期比2.8%増）となりました。こ

うした年間乗客数の増加に加え、平成26年４月からの消費税率の引上げに伴う定期

券及び回数券の先買いが増加要因となり、運輸収入は77億29百万円（前期比2.2%増）

となりました。 

増客増収策としては、恒例のビール列車やワイン列車、地酒列車等のイベント列



車の運行やウォーキングイベントを引き続き実施しました。また、「スポーツ祭東

京2013」の開催や小中学生の夏休み期間に合わせ、沿線施設と連携したスタンプラ

リーを開催しました。新しい取組としては、パレスホテル立川とのタイアップによ

るバレンタイン&ホワイトデー特別企画を実施し、お客様からのメッセージの特設掲

示板への掲出や、全車両に1つだけのハートのつり革の設置など、お客様参加型の取

組を展開しました。また、富士山の世界遺産登録を契機に富士急ハイランドと連携

したキャンペーンを初めて実施し、モノレールと中央高速バスの乗継利用をPRする

など、新たなお客様の開拓に努めました。 

運輸雑収については、これまでに進めてきた既存売店のコンビニ化により構内営

業の売り上げが増加しました。また、広告収入においても、「スポーツ祭東京2013」

の関係や、沿線の不動産・商業施設の出稿が好調で増収となりました。その結果、

運輸雑収は２億12百万円（前期比5.6%増）となり、運輸収入と運輸雑収を合わせた

営業収益は、79億41百万円（前期比2.3%増）となりました。 

一方、営業費については、列車検査の直営化等による人件費の増加や消費税率引

き上げに伴う運賃改定に向けた機器の改修、電気料金の上昇等による一般経費の増

加はありましたが、減価償却費の減少等により、前期比3.8％減の65億25百万円とな

りました。 

以上の結果、営業利益は14億16百万円、経常利益は10億30百万円、当期純利益は8

億92百万円の黒字となりました。 



運輸成績

設備投資等の状況

資金調達の状況
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　当社はこれまで多摩地域に密着した交通機関として着実に成長してまいりました。当社沿
線では、平成26年４月に、高松駅近辺に大型家具店「ＩＫＥＡ立川」が開店し、平成27年には
大型商業施設「ららぽーと」が立飛駅近接地に開業する予定です。また、立川北駅周辺で
は、平成28年の「立川駅北口西地区」再開発ビルの竣工や平成29年の立川相互病院の移転
のほか、国有地の売却の準備が進められるなど大型開発が控えており、今後も乗客数の増
加が見込まれます。
　一方、開業から15年を経過し、経年化に伴う施設・設備の大規模更新、「ららぽーと」の開業
に対応した当社では初となる本格的な駅施設の改修工事、少子高齢化の進行など社会環境
の変化といった課題に対応していく必要があります。
　また、多摩モノレールの安全運行を支え、自立的な会社経営を将来にわたり継続していくた
めには、技術力の継承、社員の自主性・自律性の向上といった人材育成や社員確保の取組
を計画的に進めていくことも課題です。
　こうした中、平成24年６月に策定した中期経営計画に基づき、ＰＤＣＡサイクルによる検証と
改善に不断に取り組み、事業や設備更新を着実に実施することで、直面する諸課題に的確
に対応していきます。
　多摩モノレールは、多摩地域の皆様をはじめとする多くの関係者の方々からのご支援の
下、今後も、安全・正確・快適な運行に万全を期してまいりますので、引き続きご理解とご支

援のほどよろしくお願い申し上げます。

④

7,941,570 21,758

　当事業年度中において実施いたしました設備投資の総額は、6億57百万円であります。
その主なものは可動式安全柵のオーバーホール2億11百万円、光ケーブルの増設1億50百
万円、駅インターホン装置の更新88百万円などであります。主な固定資産の除却は、可動式
安全柵、駅インターホン装置などであります。

③

　当期は新規資金調達はありません。

②



財産及び損益の状況の推移

年　度

区　分

(注) 1

2

主要な事業内容

軌道法に基づく一般運輸業

主要な営業所

本社　　　東京都立川市

従業員の状況(平成26年3月31日現在)

745,502

801,431 796,639 548,141 892,941

885.16

29,383,147

27,698.87

平均勤続年数

78,239,314

41.6歳 5.70年

平均年齢

第21期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12

月9日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」 (企業会計基準適

用指針第８号　平成17年12月9日)を適用しております。

△1名

1株当たり当期純利益は、期中平均株式数で計算しております。

7,737,052

789.71 543.37

純 資 産 額

81,364,566 79,820,36782,938,688

27,145,425

前年度末比増減

7,762,199

1,030,718

7,941,570

569,651

7,576,870

700,329経 常 利 益

（千円）

第28期（当期）

（平成25年度）

第27期

（平成24年度）（平成22年度）

第25期

営 業 収 益

（千円）

171名

(2)

純 資 産 額 （千円）

当期純利益

総 資 産 額

（千円）

（千円）

当期純利益
794.46

(3)

(4)

(5)

従業員数

　（円）

第26期

（平成23年度）

27,942,064 28,490,206

29,127.40

１ 株 当 た り

26,909.16　（円） 28,242.23
１ 株 当 た り



主要な借入先

その他企業の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。

(7)

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行

4,652,524

1,721,192

(6)

（平成26年3月31日現在）

（単位：千円）

借    入    金    残    高
借　　入　　先

東 京 都

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行

18,600,000

10,582,000



2 会社の状況に関する事項(平成26年3月31日現在)

株式に関する事項

① 発行可能株式総数

② 発行済株式の総数

③ 株主数

④ 大株主

当 社 へ の 出 資 状 況

79.87

4.71

805,704

47,520

持株数  (株) 出資比率　(％)

0.66

0.66

1.05

0.66

0.66

0.73

0.66

6,612

6,612

6,612

6,612

東 大 和 市

立 川 市

日 野 市

京 王 電 鉄 株 式 会 社

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行

1,008,780 株

1,008,780 株

 22 名

多 摩 市

6,612

小 田 急 電 鉄 株 式 会 社

11,616

15,840 1.57

(1)

東 京 電 力 株 式 会 社

株 主 名

東 京 都

西 武 鉄 道 株 式 会 社

26,400

31,680

2.62

3.14

八 王 子 市

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 7,392

1.15株 式 会 社 三 菱 東 京 UFJ 銀 行

10,560



(2) 会社役員に関する事項

東京都財務局長

東京都技監（東京都都市整備局長兼務）

東京都建設局長

京王電鉄株式会社常務取締役

小田急電鉄株式会社常務取締役兼執行役員

株式会社みずほ銀行執行役員公務第一部長

東京都都市整備局次長（総務部長事務取扱）

1 取締役 中井敬三から阿部裕行までの各氏は、会社法第2条第15号に定める社外取締役であります。

2

3 当事業年度中の取締役及び監査役の異動は、次のとおりであります。

(3) 会計監査人の状況

会計監査人の名称

非 常 勤

非 常 勤監 査 役

（注）

取締役 飯尾豊氏が辞任し、平成25年8月27日付で藤井寛行氏が取締役に就任いたしました。

片 山 剛

取締役 馬場弘融氏が辞任し、平成25年6月28日付で大坪冬彦氏が取締役に就任いたしました。(2)

非 常 勤

有限責任監査法人トーマツ

(4)

監査役 栗山浩一、片山剛及び浅川英夫の各氏は、会社法第2条第16号に定める社外監査役であり
ます。

取 締 役 非 常 勤 阿 部 裕 行

監 査 役

常 勤

浅 川 英 夫

取 締 役 非 常 勤

非 常 勤取 締 役

取 締 役

尾 崎 保 夫

非 常 勤

多 摩 市 長

野 澤 美 博

常勤または

日 野 市 長

氏 名
非常勤の別

常 勤

非 常 勤

石 森 孝 志

取 締 役

取 締 役

非 常 勤

非 常 勤

主 な 兼 職地 位

代表取締役

社 長
常 勤

取 締 役

常務取締役

栗 山 浩 一

東 大 和 市 長

金 杉 和 秋

清 水 庄 平

大 坪 冬 彦

八 王 子 市 長

鈴 木 代 介

立 川 市 長

中 井 敬 三

藤 井 寛 行

非 常 勤

非 常 勤

(1)

(3)

取締役 村尾公一氏が退任し、平成25年8月27日付で横溝良一氏が取締役に就任いたしました。

取締役 嶋崎章臣氏が退任し、平成25年6月28日付で星野晃司氏が取締役に就任いたしました。

(5) 監査役 高島豊徳氏が辞任し、平成25年8月27日付で片山剛氏が監査役に就任いたしました。

西武鉄道株式会社取締役常務執行役員

監 査 役

取 締 役

横 溝 良 一

髙 橋 泰 三

星 野 晃 司取 締 役

取 締 役

非 常 勤

取 締 役



業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項

①

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役社長は、総務部長を文書取扱総括責任者に任命する。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　総務部門においては、運輸部門と連携し、全社的なリスクを総括的に管理する。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役の職務の執行に係る情報については、文書取扱規則に基づき、文書又は電

磁的媒体等で記録し、適正に保存及び管理する。

取締役社長は、常務取締役をリスク管理総括責任者に任命する。総務・運輸の各部

門においては、それぞれ部門毎のリスク管理体制を確立する。

運輸部門においては、危機管理計画（運用指針）に基づき、自然災害や事故・故障、

犯罪行為などの危機を未然に防止し、又は被害を最小限に止め、早期に通常運行へ

回復するための体制を確立する。

　取締役会は、取締役会規則に基づき、定期的に事業の概況その他重要な業務に関

する報告を受け、 取締役の効率的な職務の執行を確保する。

　当社は、取締役会規則に基づき幹部会を設置する。幹部会は、幹部会規則に基づ

き、経営上の重要な執行方針及び経営全般にわたる重要事項を協議する。

当社が業務の適正を確保するための体制として取締役会で決議した事項は、次のとおり

であります。

(4)

取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための

体制

当社は、法令、定款及びその他の社則の遵守を企業活動の前提とする。取締役社長

は、この旨を取締役及び使用人に対し継続的に伝達し、社内に徹底する。

取締役社長は、総務部長をコンプライアンス総括責任者に任命し、コンプライアンス

体制の構築 ・維持にあたる。

当社は、法令等に照らして疑義のある行為等を通報した使用人を保護するため、内

部通報者保護規程を制定する。



取締役及び使用人は、監査役に対し、当社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項

その他当社の経営に重大な影響を及ぼす事項について、速やかに報告する。また、監

査役は、いつでも必要に応じて、取締役及び使用人に対し、報告を求めることができ

る。

監査役は、監査が実効的に行われることを確保するため、幹部会に出席することがで

きる。

⑤ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用

人に関する事項並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役は、総務部総務課社員のうち特定の者に対し、監査業務に必要な事項を指示

することができる。指示を受けた社員は、それを遂行するに当たり、取締役の指揮命令

を受けない。

取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他監査役の監査が実効

的に行われることを確保するための体制

⑥



自　　

至

損 益 計 算 書

株主資本等変動計算書

計 算 書 類

（会社法第435条第2項に基づく）

第 28 期

平成25年4月 1日

平成26年3月31日

貸 借 対 照 表



（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

【 資 産 の 部 】 【 負 債 の 部 】
流 動 資 産 9,136,461 流 動 負 債 4,931,534

貸　借　対　照　表
（平成26年3月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

有 価 証 券 4,103,742 未 払 費 用 466,065

貯 蔵 品 63,646 未 払 法 人 税 等 104,671

現 金 及 び 預 金 3,934,422 短 期 借 入 金 2,687,520

未 収 運 賃 317,795 未 払 金 991,275

繰 延 税 金 資 産 34,555 預 り 保 証 金 59,760

そ の 他 6,603 そ の 他 64,585

前 払 費 用 3,112 前 受 運 賃 542,244

未 収 金 672,582 預 り 金 15,411

有 形 固 定 資 産 66,415,330 長 期 借 入 金 43,666,877

土 地 30,131,939 退 職 給 付 引 当 金 251,948

固 定 資 産 69,102,852 固 定 負 債 43,924,632

機 械 装 置 3,966,551 負 債 合 計 48,856,166

建 物 13,658,627 そ の 他 5,806

構 築 物 13,314,397

工 具 器 具 備 品 482,072

無 形 固 定 資 産 33,424

車 両 運 搬 具 4,861,742

【 純 資 産 の 部 】

電 話 加 入 権 3,312 株 主 資 本 29,383,147
ソ フ ト ウ ェ ア 30,112 資 本 金 100,000

投 資 そ の 他 の 資 産 2,654,097 利 益 剰 余 金

投 資 有 価 証 券 2,460,719 そ の 他 利 益 剰 余 金 3,359,847

資 本 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金 25,923,299

繰 延 税 金 資 産 98,994

純 資 産 合 計 29,383,147

資 産 合 計 78,239,314 負 債 ・ 純 資 産 合 計 78,239,314

出 資 金 50 繰 越 利 益 剰 余 金 3,359,847

長 期 前 払 費 用 94,320

そ の 他 の 投 資 等 12



自 年 4月 1 日
至 年 3月 31 日

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

924

60,646

2,618,738

7,941,570

82,092

3,557,042

188,755

160,979

1,030,718

1,030,718

税 引 前 当 期 純 利 益

経 常 利 益

雑 支 出

営 業 外 費 用

雑 収 入

7,957 467,428

支 払 利 息

6,193

459,470

受 取 利 息 及 び 配 当 金

運 送 費

営 業 外 収 益

受 託 手 数 料

有 価 証 券 利 息

営 業 利 益

一 般 管 理 費

諸 税

損　益　計　算　書

科 目

14,327

平成 25
平成 26

1,416,054

金 額

（単位：千円）

営 業 収 益

減 価 償 却 費

運 輸 収 入

運 輸 雑 収

6,525,516

7,729,000

212,570

営 業 費

104,671

33,105

892,941当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額 137,777

法人税、住民税及び事業税



（単位 : 千円）

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

その他利益剰余金

繰 越 利 益 剰 余 金

100,000      25,923,299      2,466,906            28,490,206     28,490,206      

-               -                   -                        -                   -                   

当 期 純 利 益 -               -                   892,941               892,941          892,941          

-               -                   892,941               892,941          892,941          

100,000      25,923,299      3,359,847            29,383,147     29,383,147      

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

平 成 25 年 4 月 1 日 残 高

事 業 年 度 中 の 変 動 額

事業年度中の変動額合計

平 成 26 年 3 月 31 日 残 高

　　株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

自 平 成 25 年 4 月 1 日

至 平 成 26 年 3 月 31 日

株　　　　　主　　　　　資　　　　　本

純 資 産
合 計

資 本 金
株 主 資 本
合 計そ の 他

資 本 剰 余 金



1. 重要な会計方針

資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券　・・・・　償却原価法（定額法）によっております。

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法　・・・　貯蔵品は個別法による原価法

固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

構築物に含まれる鉄軌道事業取替資産　・・・　取替法によっております。

上記以外の資産　・・・・・・・・・・・・・　定額法によっております。　

なお、主な耐用年数は次のとおりです。

建物　38年～50年、構築物　20年～57年、車両運搬具　24年、機械装置　9年～20年　　

② 無形固定資産

③ リース資産

引当金の計上基準

退職給付引当金　・・・・・・・・　

消費税等の処理方法　・・・　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

2. 貸借対照表に関する注記

担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

千円 ( 千円 )

千円 ( 千円 )

千円 ( 千円 )

千円 ( 千円 )

千円 ( 千円 )

千円 ( 千円 )

合　計 千円 ( 千円 )

② 担保に係る債務

　 千円 ( 千円 )

千円 ( 千円 )

合　計 千円 ( 千円 )

上記のうち(  )内書は軌道財団抵当並びに当該債務を示しております。

有形固定資産の減価償却累計額 千円(2) 46,946,513

(1)

(2)

自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（5年）に基づく定額法によって
おります。

(3)

従業員の退職給付の支給に備えるため、自己都合による期末要支給額を計
上しております。

(4) 設備資金借入に係る開業時までの支払利息は、建設原価として建物等の固定資産の取得原価に含まれ
ております。

(5)

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(1)

土 地 30,131,939 30,131,939

建 物 13,658,627 13,658,627

構 築 物 13,272,550 13,272,550

車両運搬具 4,861,742 4,861,742

機 械 装 置 3,966,551 3,966,551

工具器具備品 473,743 473,743

66,365,155 66,365,155

20,254,397 20,254,397

短期借入金 2,687,520 2,687,520

長期借入金 17,566,877 17,566,877



3. 株主資本等変動計算書に関する注記

発行済株式の総数に関する事項

株 - 株

4. 税効果会計に関する注記

千円

千円

千円

千円

千円

千円

5. 関連当事者との取引に関する注記

主要株主

東京都からの借入金は無利息、最終償還日は平成45年3月25日です。

価格等の取引条件は、市場実勢等を参考にして、その都度交渉の上で決定しております。

取引金額には消費税を含めておりません。期末残高には消費税を含めております。

6. １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 円 銭

(2) １株当たり当期純利益 円 銭

7. 金融商品の状況に関する注記

金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

② 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権として把握している運輸雑収の未収金は顧客の信用リスクがありますが、取引先別に未収金
の金額並びに期日管理を実施しております。借入金は一年以内に返済期日の到来するものを短期
借入金に、一年超のものを長期借入金としておりますが、いずれも設備に関する借入金で実質的に
は長期借入金であります。一部の借入金は変動金利であり、金利変動のリスクに晒されております。

当社は資金運用については、資金管理委員会を設け、その時の余剰資金と借入金の約定返済など
支払いのバランスを考慮の上、国債・地方債など安全性の高い金融資産への投資に限定しておりま
す。また、投機的な取引は行わず、資金調達については銀行借入による方針です。

885 16

29,127 40

(注3)

会社等
の名称

東京都

(注2)

(注1)

△ 782,907

科目
期末残高
（千円）

18,600,000

642,763

長期
借入金

4
未収金

取引金額
（千円）

－

59,102

取引の
内容

資金の借
入(注1)

業務の受
託(注2)

92,112

(1)

(1)

繰 延 税 金 資 産 合 計

916,458

37,494

133,550

786,851

主要株主
被所有
(79.9)

属性

議決権等
の所有

（被所有）
割合(%)

事業上
の関係

人員の
派遣

関係内容

役員の
兼任等

繰 延 税 金 資 産 小 計

評 価 性 引 当 額

減　少当事業年度期首 当事業年度末

普通株式 1,008,780 1,008,780-           

株式の種類 増　加

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

減 価 償 却 費

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他



金融商品の時価等に関する事項

（単位 ： 千円）

①

②

③

④

金融商品の時価の算定並びに有価証券に関する事項

① 現金及び預金

② 有価証券並びに ③ 投資有価証券

（単位 ： 千円）

短期借入金及び長期借入金

（単位 ： 千円）

3,934,422

4,105,001

2,462,832

40,725,101

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ
ています。なお外貨建ての現金及び預金はありません。

合 　　計 46,354,397 40,725,101 △ 5,629,295

長期借入金
有利子 17,566,877 17,776,288 209,411

無利子 26,100,000 20,266,158 △ 5,833,841

6,567,833 3,370

差　額

－

借入金の種類

短期借入金

有利子

無利子

一年内返済予定
長期借入金

貸借対照表上
計上額

時　価

136,496 136,496

合 　　計 6,564,462

④

2,467,324 △ 3,699

80,000 78,834 △ 1,165

2,471,024

3,269,197 3,268,955

種　類
貸借対照表上

計上額
時　価

△ 242

時価が貸借対照
表計上額を超え
ないもの

(1)社債 701,197 700,955 △ 242

小 計

これらの時価については、日本証券業協会が公表した売買参考値等によっております。
なお貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は以下のとおりです。

2,568,000(2)譲渡性預金

3,298,878

3,613

3,613

2,568,000 0

3,295,264

3,295,264

3,298,878

小 計

差　額

(1)社債時価が貸借対照
表計上額を超え
るもの

(注1）

短期借入金については、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから当該帳簿価額によっております。また
長期借入金（1年内を含む）の時価については元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に
想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。無利子の長期借入金には東京都
（18,600,000千円）沿線5市（7,500,000千円）及び日本政策投資銀行からの借入金（80,000千円）が
含まれております。

(2)

平成26年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については
次の通りです。

投資有価証券

時　価 差　額

－

1,258

2,112

△ 5,629,295

貸借対照表上
計上額

有価証券

現金及び預金 3,934,422

4,103,742

2,460,719

46,354,397短期借入金及び長期借入金



長期借入金の返済予定額 （単位 ： 千円）

金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額 （単位 ： 千円）

日本政策投
資銀行

1,268,000 1,080,000 980,000 886,000 830,000 5,538,000 10,582,000

民間銀行 1,283,024 1,283,024 1,285,724 1,263,424 1,263,383 3,157,322 9,535,901

沿線5市 －

現金及び預金

有価証券及び投資有価証券

33,555,322 46,217,901

1年以内 1年超3年以内

3,934,422 －

合　　計 2,551,024 2,363,024 2,265,724 2,149,424 3,333,383

4,103,742 2,460,719

－ － － － 7,500,000 7,500,000

東京都 － － － － 1,240,000 17,360,000 18,600,000

1年超～
2年以内

2年超～
3年以内

3年超～
4年以内

4年超～
5年以内

5年超 合　　計借入先別 1年内返済

(注2）

(注3）

合　　　　計 8,038,165 2,460,719



 
 

独立監査人の監査報告書 
平成２６年５月２７日 

 

多 摩 都 市 モ ノ レ ー ル 株 式 会 社  

取 締 役 会 御中 

 

有限責任監査法人 ト ー マ ツ 

指定有限責任社員 
     

業 務 執 行 社 員 
 公認会計士 矢 野 浩 一  

 

当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、多摩都市モノレール株式会社の平成２５年４月１

日から平成２６年３月３１日までの第２８期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等

変動計算書、重要な会計方針及びその他の注記並びにその附属明細書について監査を行った。 

 

計算書類等に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明

細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附

属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対す

る意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監

査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合

理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。 

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され

る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリ

スクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは

ないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及び

その附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及

びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示

を検討することが含まれる。 

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 

 

監査意見 

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基

準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正

に表示しているものと認める。 

 

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 

独立監査人の監査報告書謄本 



監 査 報 告 書 
 
当監査役会は、平成25年4月1日から平成26年3月31日までの第28期事業年度の取締役の職務の執

行に関して、各監査役から監査の方法及び結果の報告を受け、審議の上、本監査報告書を作成し、以下の

とおり報告いたします。 
 
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を

受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明

を求めました。 
各監査役は、監査役会が定めた監査の方針に従い、取締役会その他重要な会議に出席するほか、取締

役等から事業の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状

況を調査いたしました。また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び

第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制の状

況を監視及び検証いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細

書について検討いたしました。 
さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する

とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」を「監査に関する品

質管理基準」等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に

基づき、当該事業年度に係る計算書類及びその附属明細書について検討いたしました。 
 
２．監査の結果 
 (1) 事業報告等の監査結果 

  一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認

めます。 

  二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められ

ません。 
  三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ

ステムに関する取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。 

 (2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

   会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。 

 
     平成26年6月2日 

 
                        多摩都市モノレール株式会社  監 査 役 会 
 

                                         常勤監査役    栗 山 浩 一     ㊞ 
 

                                         監  査  役    片 山   剛    ㊞ 
 

                         監  査  役    浅 川 英 夫    ㊞ 
 
 
（注）監査役栗山浩一、片山剛、浅川英夫の各氏は、会社法第2条第16号及び第335条第3項に定め

る社外監査役であります。 

監査役会監査報告書謄本 
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